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環境教育 コーポレート・ガバナンス
Environment

コーポレート・ガバナンス

■コーポレート・ガバナンスに関する考え方

全てのステークホルダーに提供する付加価値の向上
に努めています。また、より信頼される企業となるた
め、経営の透明性・公正性を確保し迅速な業務執行に
努めるとともに、効率的な企業経営による経営基盤の
強化を目指しています。

■コーポレート・ガバナンス体制

取締役会は、社外取締役1名を含む取締役15名で構
成され、原則月1回の開催により、法令・定款に規定
する事項や経営に関する重要な事項等についての決定
及び業務執行の監督を行っています。（2018年度の
取締役の取締役会出席率：98.8％）また、社長の諮問
機関である経営会議は、経営に関する重要な事項を審
議し、迅速・適切な業務執行を行っています。
さらに監査役制度を採用し、3名の社外監査役を含
む監査役4名で構成される監査役会の開催や取締役
会など重要な会議への出席、重要な決裁書類の閲覧
など、取締役の職務執行について厳正な監査を行っ
ています。（2018年度の監査役の監査役会出席率：
100％）

環境意識の啓発

■環境教育の実施

長期環境戦略「みんなでECO.」を達成し、より良い
環境保全活動に取り組むためには、その活動主体であ
る社員一人ひとりの意識向上が欠かせません。そこで、
東京メトログループ社員を対象に、様々な機会で多く
の社員へ環境教育を実施し、環境保全に関する意識の
浸透を図っています。
2018年度は、新入社員研修をはじめ、環境管理者・
環境推進者を対象とした「エコリーダー・エコスタッ
フ研修」、経営層を対象とした「経営層向け環境講演
会」及びグループ会社社員に対する社会環境報告書報
告会にて環境教育を実施しました。

グループ会社の管理については、体制の明確化及び
指導・育成の推進により、コーポレート・ガバナンス
の強化と発展を図るため、「グループ会社管理規程」を
制定しています。これにより、グループ各社の役割が
整理され、今後の事業戦略実行に応じ、企業価値の最
大化を図ります。

■内部統制システム

「コンプライアンスの推進」「財務報告の信頼性の確
保」「業務の有効性・効率性の向上」「資産の保全」の4
つの目的を掲げ、これらの目的を達成するため、内部
統制システムの基本方針を定め、業務の適正かつ効率
的な遂行に取り組んでいます。

■監査体制

東京メトロでは、内部監査、監査役監査、会計監査
人監査が行われています。内部監査については、社長
直轄の組織である監査室において、社内規程に基づく
適正な業務の執行状況について監査を行うとともに、
グループ会社の監査も行っています。監査役監査につ
いては、監査役会を定期的に開催し、監査方針及び監
査計画に基づき、業務執行状況について監査を実施し
ています。また、必要に応じ各取締役から業務の執行
状況についての個別聴取を行っています。加えて、監
査役を補佐するための専任スタッフを監査役室に配置
し、監査役監査の補助を行っています。会計監査人監
査については、監査法人と監査契約を締結し、監査が
行われています。

■ コンプライアンス・リスクマネジメントに　
関する考え方

コンプライアンスについては、法令の遵守だけでな
く企業倫理の徹底や環境問題への取組などを含めて捉
え、これを実践することがステークホルダーからの信
頼獲得及び企業価値の向上につながると考え、体制強
化に取り組んでいます。
また、リスクマネジメントでは、会社を取り巻く様々
なリスクに対して、適切な処理を行うために、リスクマネ
ジメントの推進・運用に関する基本的事項を定めた「リ
スクマネジメント基本方針」に基づき実施しています。

①東京グリーンシップ・アクションの実施
清瀬松山緑地保全地域において、東京都内に残る貴
重な自然地を守る自然環境保全活動事業「東京グリー
ンシップ・アクション」を2回実施しました。
活動には東京メトログループ社員とその家族が参加
し、落ち葉掃き・落枝整理・植樹などを行い、参加者
たちは貴重な自然地を未
来へ残していくことの大
変さや重要さを、活動を
通じて学びました。

②自然観察・体験イベントの実施
2018年7月に東京港野鳥公園において、自然観察・
体験イベントを実施しました。公園の成り立ちや自然
保護活動の意義などについてNPO法人の方に講義を
していただくとともに、公園内の水田や干潟の生き物
を観察することで参加者たちの環境保全意識の向上を
図ることができました。また、使用済みとなった食用
油を使ったキャンドル
づくりも行い、資源の
再利用の大切さについ
ても学びました。

■環境月間の実施

6月の「環境月間」に全社員が環境について考える機
会として様々な取組を実施しました。その1つとして、
社員個人の不要となった本を回収して売却し、その売
上の全額を環境保全団体へ寄付しました。手軽に参加
できる環境保全活動を
通じて、環境意識の向
上を図ることができま
した。

環境教育の実施状況（2018年度）

開催月 講座名 受講者数

2018 年 4月 自動車運転手講習会 167

2018 年 5月 エコリーダー・エコスタッフ研修 99

2018 年 6月 鉄道総合技術アカデミー 27

2018 年 6月 新入社員研修 29

2018 年 7月 自然観察・体験イベント 20

2018 年 9月 グリーンシップアクション 11

2018 年 12月 経営層向け環境講演会 39

2019 年 1月
～ 3月

社会環境報告書 2018報告会
（各グループ会社） 268

2019 年 2月 グリーンシップアクション 11

2019 年 3月 改良建設部 2018年度 ISO報告会 109

合計 780

回収した古本の一部

コーポレート・ガバナンス体制図
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東京メトログループ
ヘルプライン
（内部通報制度）

コンプライアンス・リスクマネジメ
ントの推進

環境イベントに参加して

メトロセルビス総務課

菅原 雅臣

Metro's Voice

地球温暖化には関心はあったものの、特別な活動をすることはありませんでした。その様な中、
上司の勧めもあり、「水田除草体験イベント」に孫3人と参加し、生物の多様性にふれました。これ
が初めての環境問題についてのアクションとなり、その後の環境保全イベントにも継続して参加す
るようになりました。子どもたちにとっても、環境保全活動イベントへの参加は、今後の環境問題
を考えるきっかけになりました。

水田での生き物観察の様子

植樹の様子

Corporate governance
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Corporate governance

■リスクマネジメントの実施

2018年度は、「自然災害」「飲酒・薬物」「情報漏えい」
「インフラ老朽化」「テロ」「感染症」の6つのリスク対策に
重点的に取り組むとともに、各種訓練を実施しました。
さらに、ステークホルダーに重大な影響を及ぼす事
態の発生時には、コンプライアンス・リスクマネジメ
ント委員会を中心に、迅速に対応できる体制を構築し
ています。また、事業継続計画（BCP）を策定し、優先
的に実施する業務や要員確保など、継続的な運用を図
れる仕組みを整え、「安心」の一翼を担っています。

■コンプライアンス意識の浸透・定着

全役職員が、あらゆるステークホルダーに配慮した
公正な企業活動を行うとともに、そのために必要な心
構えを自覚し実践させるため、以下のとおり、コンプ
ライアンス意識の浸透・定着に取り組んでいます。

①コンプライアンス行動基準の制定
全役職員がステークホルダーに対して果たすべき責
任と、役員及び社員としての心構えをまとめた「東京
メトログループコンプライアンス行動基準」を制定し
ています。この行動基準に基づき、高い規範意識と使
命感を持った行動を促すため、名刺サイズの「コンプ
ライアンス行動基準携帯カード」を配付しています。

②コンプライアンス啓発活動
総務部法務・コンプライアンス推進室を担当部署と
し、全社的なコンプライアンス意識向上のための啓発
活動を行っています。コンプライアンスに関して社員
一人ひとりがそれぞれの立場に応じた知識を習得し、
グループ全体での意識向上を図るため、様々な機会
で研修を実施しています。2018年度は東京メトログ
ループ全社員を対象に、新入社員から経営層に至るま
で各階層に合わせた研修を行いました。
③ヘルプラインの設置・運用
内部通報窓口として「東京メトログループヘルプラ
イン」を設置し、役員及び社員等から、コンプライアン
スに関する相談・通報を受け付けています。相談・通
報内容について社内調査を実施し、必要な対策を講じ
るなど、適切に対応しています。

■個人情報の保護

定期券発売に必要な情報など、多くのお客様の個人
情報をお預かりしています。そのため、個人情報の取
扱いと保護について定めた「個人情報保護規程」「個人
情報保護方針」を制定し（方針は駅やWEBサイトに掲
出）、厳正な管理を行うとともに、関連するマニュアル
などを整備し、社員への教育を徹底しています。

第三者意見

第三者意見を受けて

1 私たちは、ステークホルダーの生命・身体・利益を
損なわないように活動します。

2 私たちは、社会環境の変化の動向を注視してリスク
を的確に把握し、これらのリスクに対し適切な処理
に努めます。

3 私たちは、関連する法令等の制定・改正等の動向を
注視し、コンプライアンス行動基準、法令等を常に
遵守します。

4  私たちは、リスクが顕在化した場合や法令に違反す
る事態が発生した場合、責任ある行動をとるととも
に、再発防止のために最善を尽くします。

コンプライアンス・リスクマネジメント委員会

• リスクマネジメント基本方針及びコンプライアンス
行動基準の策定及び改定に関する事項

• コンプライアンス及びリスクマネジメントへの取組に
ついての計画の策定及び取組成果の集約に関する事項

• 「東京メトログループヘルプライン」に関する事項

• 危機若しくはコンプライアンス上問題がある事案が発生
し、又は発生するおそれがある場合の対応に関する事項

• その他コンプライアンス及びリスクマネジメントに
関する事項

経営会議
コンプライアンス・リスクマネジメント委員会の協議
事項のうち、重要事項に関する審議

コンプライアンス・リスクマネジメント推進体制

新たに策定された３か年の中期経営計画「東京
メトロプラン2021」には、新たなキーワードと
して「東京の魅力・活力の共創」が加わっていま
す。この新たな項目は、東京メトログループが、
自社の持続的な発展のみならず、その経営の前提
となる都市・東京の発展への貢献も明確にした点
で、非常に興味深いものです。この会社と社会が
同時に進化してゆくという発想は、社会の持続可
能性に焦点を当てたSDGsへの貢献の観点から見
ても、まさに欠くことのできない考え方と言える
でしょう。また、本報告書では、１年後に迫った
東京2020大会に向けた取組が特集されています
が、大会の成功への貢献のみならず、「東京」の魅
力を世界的に高めると同時に、SDGsのゴールと
なる2030年へとつながるレガシーとして意味を
持つことは間違いありません。
昨年の報告書に対する意見としてコメントし
た、「数字で見る東京メトロ」等のパフォーマン
ス指標の数値の開示の仕方については、新たな指
標の追加、昨年度との比較が追加されるなど、読
者にとって理解しやすい形に改善されました。た
だ、東京メトロの取組のほとんどは、必ずしも単
年度で成果が出るものではなく、中長期的な視点
に立った施策であると考えられます。その観点か
ら、例えば、鉄道事故の発生数については中長期
的な経年変化のトレンドが、社会指標のいくつか
については過去からの累積値が、単年度の瞬間風
速的な数値以上に重要と考えられます。こうした
点に留意した開示の工夫を期待したいところで

冨田様には、昨年度に続き本報告書につ
いて貴重なご意見を賜り、厚く御礼申し上
げます。当社グループの中期経営計画と
SDGsとの関係性、パフォーマンス数値の
開示についてご評価を頂く一方、より望ま
しい開示方法、各取組の指標との関係性更
にはSDGsへの貢献について、大変有用な

ご意見・ご指摘を頂きました。
頂いたご意見等をしっかりと受けとめ、
2020年、そしてその先に向けて、国際都
市「東京」と社会全体の持続的な発展のため
に、今後も着実に各種取組を推進してまい
ります。

す。また、本報告書は、多くの事例や裏付けとな
る数値が開示されていますが、取組がどのように
それらの数値に結び付き、それぞれの数値がどの
ように関係しているかなどのストーリーが明確に
なると、より説得力のある報告書になると考えら
れます。その点から、SDGsに対して、どの程度
の貢献が果たせるかの具体的な成果の説明につい
ても、来年度以降はチャレンジしてほしいと思い
ます。また、東京メトログループの優れた取組を
世界に発信するという観点からは、GRIのような
国際的なサステナビリティ報告スタンダードに準
拠した形での報告書への進化も同時に期待したい
と思います。
都市インフラの一役を担う東京メトロのSDGs
への取組を成功させるためには、社員はもとよ
り、お客様との新たな関係構築が非常に重要にな
ると考えられます。本報告書に掲載されている優
れた取組の多くは、毎日のように東京メトロを利
用するお客様に必ずしも十分に理解されていない
かもしれません。本報告書のみならず、お客様が
日常的に実感できる取組やコミュニケーションを
行うとともに、お客様も参画できる施策の充実を
図っていただきたいと思います。

以上

ロイドレジスタージャパン株式会社
取締役
冨田 秀実

取締役
経営企画本部副本部長
小坂 彰洋

東京メトログループ　
社会環境報告書2019に関する意見

コンプライアンス行動基準携帯カード

リスクマネジメント基本方針
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東京地下鉄株式会社  会社概要 
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●路線距離 全線195.1km（営業キロ）　●駅数 179駅（うち地上駅21駅）　●車両数 2,719両　●輸送人員数 1日平均758万人

 名称 東京地下鉄株式会社
 Tokyo Metro Co., Ltd. 

 本社所在地 東京都台東区東上野三丁目19番6号

 設立 2004年4月1日

 資本金 581億円

 株主 政府（53.4％）、東京都（46.6％）

 売上 3,994億円（2018年度） 

 事業内容 1. 旅客鉄道事業の運営

 2. 関連事業の運営
  ●流通事業（駅構内店舗、商業施設の運営など）
  ●不動産事業（オフィスビルの賃貸など）
  ●情報通信事業（光ファイバーケーブルの賃貸など）

 従業員数 9,741名（就業人員）
（2019年3月31日現在）

 営業状況（２０１８年度）

 経営状況（２０１８年度）

［鉄道事業］
　東京都区部を中心に 9路線からなる地下鉄
ネットワークを保有し、東京の都市機能を輸送
面から支える役割を果たしています。長年にわ
たって蓄積したノウハウをベースに、安全で安
定した高密度な運行を実現しています。また、
新型車両の導入など、最先端の技術を積極的に
取り入れることで、国際都市・東京を支える交
通インフラとして常に進化しています。

 営業路線

［関連事業］
鉄道事業とシナジー効果の発揮を基本に、当社所有地や駅構内スペースの有効活用を中心とした関連事業を展開しています。

流通事業
　駅を利用されるお客様が便利で気軽に立ち寄れる、駅直結の「Esola 
池袋」や駅構内の「Echika」「Echika fi t」「Metro pia」といった、
様々な商業施設を展開しています。また、駅構内にはコンビニ型売店
「LAWSON METRO'S」をはじめ、自動販売機、コインロッカー、ATM
などを設置しています。さらに、上記商業施設や売店などに PASMO 電
子マネーの導入を進めているほか、PASMO機能を備えたクレジットカー
ドの発行を行っています。

不動産事業
　東京メトロ沿線を中心にオフィスビル、ホテル、住宅、ゴルフ練習場、
レンタル収納スペースを展開しています。お客様の利便性向上を踏まえ
て「地下から地上へ」の一体的な不動産開発を実現することで、今後も
積極的に新規物件の開発を進め、沿線地域の活性化を推進していきます。

広告・情報通信事業
　従来の車内の「中づりポスター」や駅構内の「駅ばりポスター」をは
じめとした紙媒体だけでなく、車内やホーム・コンコースでのデジタル
サイネージなど多種多様な媒体を提供し、多くのクライアントの皆様に
ご利用いただいています。また、東京メトロ 175駅の構内で使える無線
LANサービスを導入し、駅の利便性を高めています。　

銀座線
（浅草～渋谷間） 14.3km

丸ノ内線
（池袋～荻窪間） 24.2km
（中野坂上～方南町間） 3.2km

日比谷線
（北千住～中目黒間） 20.3km

東西線
（中野～西船橋間） 30.8km

千代田線
（綾瀬～代々木上原間） 21.9km
（綾瀬～北綾瀬間） 2.1km

有楽町線
（和光市～新木場間） 28.3km

半蔵門線
（渋谷～押上間） 16.8km

南北線
（目黒～赤羽岩淵間） 21.3km

副都心線　　　　
（小竹向原～渋谷間） 11.9km
※運行区間は和光市～渋谷間 20.2km

経営成績

長期債務残高（単体）セグメント別営業収益（連結）

（単位：億円）

2017 年度 2018年度

連結営業収益 4,258（3,916） 4,348（3,994）

連結営業利益 971（891） 985（907）

連結経常利益 877（814） 891（837）

親会社株主に帰属する当期
純利益（当期純利益） 603（571） 607（582）

※表内の（　　）は単体

※記載金額は、表示単位未満を切り捨てているため、
   合計と内訳が一致しない場合があります。

（年度）

（単位：億円）
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（単位：億円） （単位：百万人）
3,485

運輸成績
 旅客運輸収入（定期）  旅客運輸収入（定期外）  輸送人員

 東京地下鉄株式会社
 株式会社メトロセルビス（清掃業務全般及び警備業務）

 株式会社メトロコマース（物販、サービス業務及び駅務業務）

 株式会社メトロステーションファシリティーズ（駅設備保守管理業務）

 メトロ車両株式会社 （車両関係保守業務）

 株式会社メトロレールファシリティーズ （工務関係保守業務）

 メトロ開発株式会社 （高架下の運営管理及び建設関連業務）

 株式会社地下鉄メインテナンス（電気関係保守業務）

 東京メトロ都市開発株式会社（不動産開発、オフィスビル等の賃貸・運営管理）

 株式会社メトロプロパティーズ
 株式会社メトロアドエージェンシー （広告媒体管理及び広告代理業務）

 株式会社メトロライフサポート（人事・厚生関係業務）

 株式会社メトロビジネスアソシエ（人事・経理・システム管理に係る事務系業務）

 株式会社メトロフルール （建物等の清掃業務）

 VIETNAM TOKYO METRO ONE MEMBER 
     LIMITED LIABILITY COMPANY

 公益財団法人メトロ文化財団 （博物館運営をはじめとする公益事業）

（年度）

  東京メトログループ

（駅構内店舗、商業ビル等商業施設の
 運営管理及び外食事業運営管理）

（ベトナム都市鉄道整備事業の支援）

2,766

総額
4,348 億円

その他  2 億円
流通・広告事業  370億円

不動産事業  136億円

運輸業  3,839億円



2019年9月発行

 ［ 編集 ］

東京地下鉄株式会社 経営企画本部 経営管理部
Tokyo Metro Co., Ltd.

社会環境報告書へのご意見募集
「社会環境報告書2019」の内容や東京メトログループの社会環境活動についてのご意見・ご感想は、
「東京メトロお客様センター」または「東京メトロホームページ」までお寄せください。

東京メトロお客様センター（年中無休　営業時間 9：00～ 20：00）

0120-104106 〒110 - 8614 
東京メトロお客様センター

東京メトロホームページ

※  画面最上段の［お問い合わせ］内にある
お問い合わせ先よりご意見をお寄せください。

TEL 郵便 https://www.tokyometro.jp/
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ユニバーサルデザイン（UD）の
考えに基づいた

見やすいデザインの文字を
採用しています。




